
ョンの振興に努めます。また、伝統的行事の継承や文化財などの保護・活用や、芸術
活動の促進などによる市民の自己実現の場の充実に努めるなど、個性ある生涯学習都
市を目指します。
幼児教育の充実及び多様化
　● 幼稚園就園の支援　　　　　　　　　● 私立幼稚園預かり保育の支援
　● 私立幼稚園運営の支援

学校教育の充実及び多様化
　● 少人数指導等支援事業　　　　　　　● 外国人英語指導助手派遣事業
　● 学校の情報化推進事業
　● 特色ある学校教育の推進（国際教育、藤野地域の教育特区　など）
　● 教育相談の充実（いじめ、不登校　など）
学校教育環境の整備
　● 小中学校施設整備事業　　　　　　　● 屋内運動場の整備 ･改修事業
　● 学校給食施設設備整備事業　　　　　● 藤野地域の小学校統廃合事業
生涯学習の推進
　● （仮称）市民・大学交流センター整備事業　　● （仮称）南生涯学習センター整備事業
青少年の健全育成
　● 青少年健全育成環境づくり事業

スポーツ・レクリエーションの振興
　● 地域スポーツクラブの育成支援
　● 競技場、スポーツ広場の整備（相模原麻溝公園競技場　など）
　● 中央総合体育館の整備計画の推進
　● 武道館の整備検討　　　　　　　　　● 夜間照明設備設置の推進
文化施設の整備及び活用
　● 図書館建設事業　　　　　　　　　　● （仮称）南市民ギャラリー整備事業
　● フォトギャラリーの設置検討　　　　● 合唱の里づくり事業
伝統的行事、文化財の保護及び活用
　● 遺跡公園整備事業（田名向原遺跡、勝坂遺跡）　　　　● 小原宿本陣整備事業
　● 遺跡保存事業（津久井城遺跡、寸沢嵐遺跡　など）

国際交流の推進
　● 国際交流推進事業　　　　　　　　　● 中学生海外派遣事業
男女共同参画の推進
　● 男女共同参画推進センター運営事業
　● ドメスティック・バイオレンス防止対策事業
地域住民の連帯強化、地域振興
　● 合併市町村振興基金の積立　　　　　● 地域再生プログラム事業
芸術文化の推進
　● フィールドミュージアムの推進　　　● ふるさと芸術村構想の推進
②保健・医療・福祉
　家庭を取り巻く環境が大きく変化している中、市民誰もが安心して幸せな生活をお
くることができるよう、健康づくりや健やかな子育て環境づくりに努めるとともに、
高齢者や障害者の生活支援と社会参加に対して、生きがいと思いやりを持って助け合
う地域社会の形成に取り組みます。
医療体制の充実
　● 医療費適正化対策の推進　　　　　　● 小児医療費助成事業
子育て環境づくりの充実
　● こどもセンター建設事業　　　　　　● 児童クラブ整備事業
　● 待機児童の解消（保育所の施設整備）　　　　● 認可外保育施設支援事業
　● 児童虐待予防・防止体制の整備　　　● 母子家庭等自立・生活支援事業

高齢者福祉の充実
　● ふれあいセンター整備事業　　　　　● 地域包括支援センター運営事業
　● 特別養護老人ホーム、老人保健施設等の整備促進　　　　● 高齢者大学運営事業
障害者福祉の充実
　● 相談・支援体制の充実　　　　　　　● 地域生活・自立生活支援施策の充実
　● 障害福祉施設、地域作業所等への支援

地域福祉の充実
　● 地域福祉推進事業　　　　　　　　　● （仮称）北地区保健福祉センターの整備
　● ボランティア活動促進事業

援護を要する人の福祉の充実
　● 要援護者への自立支援事業
保健・衛生の充実
　● 健康づくりの充実（市民健康づくり運動推進事業、健康増進事業）
　● （仮称）北地区保健福祉センターの整備（再掲）
③安全・安心
　市街地から山間部に至るまでの災害等に対する基盤整備や、消防、救急救助体制な
ど、ハード、ソフト両面の防災対策を推進し、市民の生命と財産を守ります。また、
公害防止対策や地域社会の変容に伴う防犯対策などを進め、市民が安心して生活でき
るまちづくりを目指します
防災対策の推進
　● 防災行政用同報無線整備事業　　　　● デジタル地域防災無線の整備事業
　● 既存建築物総合防災対策推進事業　　● 防災備蓄倉庫・資機材整備事業
　● 飲料水兼用貯水槽設置事業　　　　　● 非常用発電設備整備事業
　● 防災工事（底沢線、阿津増原線）

治山・治水対策の推進
　● 準用河川改修事業（鳩川　など）
　● 都市基盤河川改修事業（１級河川鳩川、道保川）
　● 公共下水道（雨水）の整備
消防体制の整備推進
　● 消防庁舎建設事業　　　　　　　　　● １１９番受信・指令システム整備事業
　● デジタル消防・救急無線の整備事業　　　　● 消防車両購入事業
　● 消防水利整備事業　　　　　　　　　● 救急高度化推進事業

防犯対策、交通安全対策の推進
　● 安全・安心まちづくり情報の提供事業
　● 地域防犯活動支援事業（地域防犯リーダーの育成　など）
安全な消費生活の確立
　● 消費生活センターの整備事業　　　　● 消費生活相談事業

　公共施設の整備統合については、市民生活に急激な変化を及ぼさないよう利便性な
どにも十分配慮し、地域全体のバランスや地域の特性、さらには財政状況を考慮しな
がら検討し、整備を進めていくことを基本とします。
　なお、合併に伴い、旧役場庁舎は総合的な事務所として活用し、適切な職員配置や
電算処理システムのネットワーク化など、必要な機能の整備を図ることで、住民サー
ビスの低下を招かないように十分配慮するものとします。

　神奈川県は、藤野町の区域が合併に伴い中核市となることによる事務移管が円滑に
行われるよう協力するとともに、必要に応じて財政的・人的支援を行います。
　また、新市のまちづくりが着実に進むよう、新市の円滑な運営と均衡ある発展に資
する県事業の着実な実施を図るとともに、必要に応じて財政的な支援措置を講じます。
　

　１　基礎となる数値と考え方
○基本的に各市町の平成１６年度一般会計の決算額を使用し、過去の決算額の推移を基
に歳入、歳出を見込むこととします。

○新市の人口推計を基に、税収などを見込むこととします。

　２　積算の方法（条件設定）
（１）歳　入
①市税
　○個人市民税：将来の生産年齢人口（１５～６４歳人口）の増減により推計します。
　○法人市民税：実績の増減率により推計します。
　○固定資産税：実績の増減率により推計します。
　○事業所税：実績の増減率により推計します。
　○都市計画税：実績の増減率により推計します。
　○軽自動車税：人口の増減により推計します。
　○市たばこ税：実績の増減率により推計します。
　上記のほか、税源移譲等による市税の増について見込みます。
②地方譲与税・交付金
　将来人口の増減や実績の増減率により推計します。
③地方交付税
○普通交付税は、平成１６年度の実績値が継続するものと仮定します。合併算定替
を適用し、合併補正（４ヵ年で１．５２億円）を加算するとともに、合併特例債償
還金相当額の７０％を見込みます。
○特別交付税は、平成１２年度から１６年度までの数値のうち、最も少ない額で継続
するものとして推計し、加えて合併財政需要に係る措置（２ヵ年で２．８億円）を
見込みます。

○臨時財政対策債の元利償還金相当額が、普通交付税として交付されるものとし
て見込みます。

④国・県支出金
　扶助費に対する支出金は、扶助費推計値に連動させて推計します。投資的経費に
対する支出金については、歳出の投資的経費に見合った額とします。
　また、国庫補助負担金の一般財源化分について見込みます。
⑤市債
　投資的経費の財源として見込みます。
⑥その他
　繰入金、繰越金のほか、現在、津久井郡広域行政組合が行っている事業に関わる
歳入や中核市移行等に伴う歳入、事務事業の一元化に伴う財政への影響額を見込み
ます。

（２）歳　出
①人件費
　首長などの特別職は、平成１６年度実績値で推計します。
　議員報酬は１６年度実績値を用い、市町村の合併の特例等に関する法律の規定によ
る定数特例を適用するものとして推計します。
　一般職の人件費については、現在の津久井郡広域行政組合の人件費分を加算し、
合併後４年間は前年度職員数の１％を減少させることとして推計します。
②扶助費
　全国の増加率により推計します。
③公債費
　地方債の償還計画を基に推計します。
④物件費
　微増で推移すると見込みます。
⑤補助費等
　実績の増減率により推計します。
⑥投資的経費
　本計画に位置づけた主要事業、及びその他必要な普通建設事業について見込みます。
⑦その他
　維持補修費や積立金のほか、現在、津久井郡広域行政組合が行っている事業に関
わる歳出や、中核市移行等に伴う歳出、事務事業の一元化に伴う財政への影響額を
見込みます。

　３　財政計画

 第８章　公共施設統合整備の基本的な考え方

 第９章　新市における県事業の推進

 第１０章　財政計画

（単位：百万円）

歳入合計その他市　債国・県
支出金

地方
交付税

地方譲与税
　・交付金市　税歳　入

１９０，１１９２１，７１０１９，４４１２７，３１９３，７４６１１，５４７１０６，３５６平成１９年度
１８３，７６６１９，１８７１７，６３７２５，５９１３，７８６１１，５３６１０６，０２９平成２０年度
１８０，３０５１８，１０８１６，６７３２４，５２８３，７８８１１，５４４１０５，６６４平成２１年度
１８１，０７８１９，１１４１６，６５５２４，５２６３，８５９１１，５６４１０５，３６０平成２２年度
１７９，９１５１８，５７５１５，７８２２４，８４６３，８９２１１，５９９１０５，２２１平成２３年度
１８２，０６５１８，７８６１７，２０７２５，４４０３，９７４１１，６３４１０５，０２４平成２４年度
１８２，３１５１８，６４６１７，６１５２５，７５０４，０５７１１，６６９１０４，５７８平成２５年度
１８４，３６６２０，３９９１７，５３１２６，４５６４，１３１１１，７０５１０４，１４４平成２６年度
１８３，２０２２０，８２５１６，４５７２６，２８０４，２０７１１，７４０１０３，６９３平成２７年度

（単位：百万円）

歳出合計その他投資的経費補助費等物件費公債費扶助費人件費歳　出

１９０，１１９３６，４９７２９，８１６７，８２６２４，４３５１９，２３５３０，０９４４２，２１６平成１９年度
１８３，７６６３４，３２７２４，５０４７，８８４２４，４５９１９，５８３３０，９３６４２，０７３平成２０年度
１８０，３０５３２，８２２２０，６０６７，９３４２４，４８３２０，６３０３１，６９４４２，１３６平成２１年度
１８１，０７８３２，５６０２１，７７１７，９７８２４，５０８２０，０４６３２，３５９４１，８５６平成２２年度
１７９，９１５３１，９３６２０，２１０８，０１４２４，５３２２０，８０９３２，９２６４１，４８８平成２３年度
１８２，０６５３２，２７０２０，９８５８，０４４２４，５５７２１，３５７３３，３８７４１，４６５平成２４年度
１８２，３１５３２，６１７２０，１１４８，０６６２４，５８１２１，６４３３３，７３８４１，５５６平成２５年度
１８４，３６６３２，９７６２１，４５１８，０８１２４，６０６２１，２６４３３，９７４４２，０１４平成２６年度
１８３，２０２３３，３４７２０，２３５８，０８８２４，６３１２０，５８９３４，０９３４２，２１９平成２７年度

※財政計画の用語解説と積算の考え方については 
７面をご覧ください。


